
当
の
支
給
率
の
上
限
を
、
平
成
17
年

度
か
ら
現
行
の
60
月
か
ら
59
・
2
月

に
引
き
下
げ
る
も
の
で
す
。

印
鑑
登
録
を
行
う
と
き
に
、
従
来

の
照
会
回
答
書
方
式
に
よ
る
本
人
確

認
の
際
に
持
参
す
る
回
答
書
に
加
え
、

市
長
が
適
当
と
認
め
る
書
類
の
提
示

を
義
務
づ
け
、
必
要
に
応
じ
て
適
宜

口
頭
で
質
問
を
行
い
、
本
人
確
認
を

厳
格
化
す
る
た
め
の
改
正
で
す
。

平
成
16
年
度
地
方
税
制
の
改
正
に

伴
い
規
定
を
改
正
し
た
も
の
で
す
。

改
正
内
容
は
、
個
人
市
民
税
の
う

ち
、
①
同
一
市
町
村
内
に
住
所
を
有

す
る
均
等
割
の
納
税
義
務
を
負
う
夫

と
生
計
を
一
に
す
る
妻
に
対
し
、
所

得
金
額
が
一
定
金
額
を
超
え
る
場
合
、

均
等
割
を
課
す
も
の
で
、
平
成
17
年

度
は
1
千
5
百
円
に
対
す
る
経
過
措

置
を
設
け
、
平
成
18
年
度
か
ら
は
3

千
円
と
す
る
も
の
で
す
。
②
年
金
課

税
の
見
直
し
に
伴
い
、
公
的
年
金
等

控
除
額
算
定
に
お
け
る
65
歳
以
上
の

者
へ
の
上
乗
せ
措
置
の
廃
止
と
合
わ

せ
、
現
行
48
万
円
の
老
年
者
控
除
を

廃
止
す
る
も
の
で
、
平
成
18
年
度
か

ら
の
適
用
と
な
り
ま
す
。
③
土
地
・

株
式
等
の
譲
渡
益
課
税
の
見
直
し
を

行
う
も
の
で
、
内
容
は
、
土
地
・
建

物
等
の
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
百
万

円
の
特
別
控
除
の
廃
止
等
で
、
平
成

17
年
度
か
ら
の
適
用
と
な
り
ま
す
。

に
よ
り
、
繰
越
金
は
見
込
め
な
い
た

め
減
額
し
ま
し
た
。

歳
出
で
は
、
諸
支
出
金
は
償
還
金

及
び
一
般
会
計
へ
の
繰
出
金
を
増
額

し
ま
し
た
。
ま
た
、
前
年
度
予
算
に

資
金
不
足
が
生
じ
た
た
め
、
繰
上
充

用
の
科
目
を
新
設
し
不
足
額
を
計
上

し
ま
し
た
。

補
正
額
は
、
歳
入
歳
出
を
そ
れ
ぞ

れ
9
千
6
百
70
万
5
千
円
増
額
し
、

補
正
後
の
予
算
総
額
は
百
16
億
6
千

5
百
30
万
5
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
15
年
度
退
職
被
保
険
者
等
に

係
る
療
養
給
付
費
が
、
最
終
的
に
不

足
す
る
見
込
み
と
な
っ
た
た
め
、
市

長
専
決
で
行
っ
た
補
正
を
承
認
し
ま

し
た
。

補
正
額
は
、
歳
入
歳
出
を
そ
れ
ぞ

れ
4
千
6
百
40
万
円
増
額
し
、
補
正

後
の
予
算
総
額
は
、
百
28
億
3
千
3

百
88
万
1
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
税
法
及
び
国
有
資
産
等
所
在

市
町
村
交
付
金
及
び
納
付
金
に
関
す

る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

公
布
に
伴
い
、
平
成
16
年
度
以
降
の

課
税
事
務
を
進
め
る
た
め
、
3
月
31

日
付
で
条
例
改
正
を
行
っ
た
市
長
専

決
処
分
を
承
認
し
ま
し
た
。

改
正
内
容
は
、
個
人
市
民
税
の
う

ち
、
①
均
等
割
の
税
率
を
現
行
の
2

千
5
百
円
か
ら
3
千
円
に
引
き
上
げ

る
こ
と
、
②
生
活
扶
助
基
準
額
及
び

生
活
保
護
基
準
額
の
改
定
に
伴
い
、

均
等
割
、
所
得
割
の
非
課
税
限
度
額

の
加
算
額
を
引
き
下
げ
た
こ
と
で
す
。

ま
た
、
固
定
資
産
税
の
う
ち
、
①
家

屋
の
所
有
者
以
外
の
者
が
、
そ
の
事

業
の
用
に
供
す
る
た
め
に
取
り
付
け

た
附
帯
設
備
に
つ
い
て
、
家
屋
以
外

の
資
産
と
み
な
し
て
、
取
り
付
け
た

者
を
納
税
義
務
者
と
す
る
旨
の
規
定

を
新
た
に
設
け
た
こ
と
、
②
新
築
住

宅
等
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
額

の
規
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
す

べ
き
申
告
に
関
す
る
規
定
整
備
を
し

た
こ
と
で
す
。
こ
の
ほ
か
、
都
市
計

画
税
等
に
つ
い
て
も
、
適
用
条
項
の

変
更
等
に
伴
う
所
要
の
改
正
を
行
っ

た
も
の
で
す
。

市
長
、
助
役
、
収
入
役
、
教
育
長

の
退
職
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
、
現

行
任
期
ご
と
に
異
な
る
支
給
率
を
、

任
期
に
か
か
わ
ら
ず
定
率
で
支
給
す

る
よ
う
改
正
す
る
も
の
で
す
。
主
な

改
正
内
容
は
、
市
長
の
支
給
率
を
100

分
の
400
、
助
役
を
100
分
の
300
、
収
入

役
、
教
育
長
を
100
分
の
250
と
す
る
も

の
で
す
。
ま
た
、
現
在
の
任
期
に
係

る
退
職
手
当
も
、
そ
れ
ぞ
れ
100
分
の

95
の
割
合
で
支
給
す
る
も
の
で
す
。

平
成
15
年
度
街
路
事
業
費
の
う
ち
、

小
川
西
町
地
区
の
都
市
計
画
道
路

3
・
4
・
21
号
線
の
整
備
事
業
に
お

い
て
、
土
地
所
有
者
か
ら
の
収
用
申

請
に
基
づ
き
東
京
都
収
用
委
員
会
で

審
理
中
で
あ
っ
た
収
用
の
裁
決
が
出

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
国
庫
支
出
金
等

及
び
繰
越
明
許
費
の
増
額
を
す
る
た

め
、
市
長
専
決
で
行
っ
た
補
正
を
承

認
し
ま
し
た
。

補
正
額
は
、
歳
入
歳
出
を
そ
れ
ぞ

れ
90
万
円
増
額
し
、
補
正
後
の
予
算

総
額
は
、
5
百
10
億
2
千
6
百
41
万

9
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
15
年
度
の
老
人
医
療
費
の
確

定
に
伴
い
、
医
療
費
の
支
払
い
額
に

資
金
不
足
が
生
じ
た
た
め
、
市
長
専

決
で
行
っ
た
補
正
を
承
認
し
ま
し
た
。

歳
入
に
つ
い
て
は
、
平
成
16
年
度

に
精
算
交
付
さ
れ
る
平
成
15
年
度
医

療
費
不
足
額
の
相
当
金
額
を
国
庫
支

出
金
に
増
額
し
ま
し
た
。
ま
た
平
成

15
年
度
に
歳
入
不
足
を
生
じ
た
こ
と

育
児
・
介
護
を
行
う
職
員
の
超
過

勤
務
の
制
限
と
子
の
看
護
休
暇
の
導

入
を
図
る
も
の
で
す
。
主
な
改
正
内

容
は
、
①
小
学
校
就
学
前
の
子
を
養

育
す
る
職
員
ま
た
は
要
介
護
者
を
介

護
す
る
職
員
が
請
求
し
た
場
合
は
、

超
過
勤
務
を
1
月
に
つ
い
て
24
時
間
、

1
年
に
つ
い
て
150
時
間
以
内
に
制
限

す
る
規
定
を
設
け
、
②
小
学
校
就
学

前
の
子
を
養
育
す
る
職
員
が
、
負
傷

し
ま
た
は
疾
病
に
か
か
っ
た
子
を
看

護
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る

と
き
は
、
1
年
間
で
5
日
の
範
囲
内

で
取
得
で
き
る
特
別
休
暇
を
新
た
に

設
け
る
も
の
で
す
。

職
員
の
定
年
等
の
退
職
に
係
る
退

職
手
当
に
つ
い
て
、
各
勤
続
期
間
ご

と
の
支
給
割
合
を
引
き
下
げ
、
支
給

率
の
上
限
を
現
行
の
62
・
7
月
か
ら

59
・
2
月
と
す
る
も
の
で
、
平
成
16

年
度
と
17
年
度
に
経
過
措
置
を
設
け
、

平
成
18
年
度
に
本
則
の
支
給
率
へ
移

行
す
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
あ
わ
せ

て
職
員
の
普
通
退
職
に
係
る
退
職
手

き
、
本
年
7
月
か
ら
そ
の
借
地
を
開

始
す
る
た
め
、
出
張
所
設
置
条
例
別

表
、
集
会
室
条
例
別
表
、
図
書
館
条

例
別
表
に
定
め
て
い
る
位
置
を
そ
れ

ぞ
れ
小
平
市
花
小
金
井
一
丁
目
8
番

1
号
と
改
め
る
も
の
で
す
。

施
行
期
日
は
、
後
日
、
規
則
で
定

め
ま
す
。
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整備された都市計画道路3・4・21号線

市民課窓口

移転が決定した
東部市民センター

専
決
処
分
（
平
成
16
年
度
老
人

保
健
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

1
号
））

専
決
処
分
（
平
成
15
年
度
国
民

健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
補
正

予
算
（
第
4
号
））

職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日
、
休

暇
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

専
決
処
分
（
平
成
15
年
度
一
般

会
計
補
正
予
算
（
第
5
号
））

専
決
処
分
（
市
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
）

印
鑑
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例

市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例

職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

市
長
等
の
給
料
等
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

市
長
等
の
給
料
の
特
例
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例東
部
市
民
セ
ン
タ
ー
の
移
転
に
つ

出
張
所
設
置
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

集
会
室
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

図
書
館
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例


